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資本・業務提携に係る基本合意に関するお知らせ 
 

 当社は、株式会社ＫＩ＆Ｃｏｍｐａｎｙ（本社：東京都港区、代表取締役：岸田一郎、以下「ＫＩ

社」）との間で両社の協力関係構築に向けて、本日付で資本・業務提携を行うことを決議し基本合意書

を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１． 資本・業務提携の理由 

当社は、これまで総合情報ウェブサイト「All About（http://allabout.co.jp/）」を運営してまいりま

した。当社は、従来より「All About」において、特定の年齢層における男女をターゲットにした「For

シリーズ」、「DORON」など多数のライフスタイルメディアを展開してきており、昨年度においても

団塊ジュニア層をターゲットにした出産・育児ウェブマガジン「All About チビタス」、主婦層をター

ゲットにした「ミセス All About」、団塊世代をターゲットにした「All About セカンドライフ」、若い

女性をターゲットにしたビューティウェブマガジン「All About Mico（ミーコ）」を立ち上げてまいり

ました。 

さらに、当社は、このような「All About」におけるライフスタイルメディアの展開のみならず、他

社のメディア・コンテンツとの戦略的連携も含めたクオリティメディアライアンスの構築を積極的に

推進しております。 

一方、ＫＩ社は、男性向けライフスタイル雑誌「ｚｉｎｏ」を発行するとともに、「ｚｉｎｏ」と連

動するウェブサイト「＠ｚｉｎｏ」の運営を行っており、このような雑誌とウェブサイトのクロスメ

ディアの推進による事業展開により、ターゲットとする多くの読者を獲得してまいりました。 

こうした中で、当社としては、クオリティメディアアライアンスの構築を推進していく上で、ＫＩ

社の「ｚｉｎｏ」及び「＠ｚｉｎｏ」との連携を図ることにより、更なるユーザの拡大及び収益の拡

大を図ることが可能と判断し、ＫＩ社との資本業務提携に関して基本合意書を締結するに至りました。 
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２． 資本業務提携の内容 

 

(１) 業務提携の内容 

  業務提携に関する基本合意の主な内容は以下のとおりです。 

    ①「All About」と｢ｚｉｎｏ｣及び「＠ｚｉｎｏ」とのメディアの連携並びにノウハウの共有 

    ②「All About」と｢ｚｉｎｏ｣及び「＠ｚｉｎｏ」の広告販売活動における協力 

    ③「All About」と｢ｚｉｎｏ｣及び「＠ｚｉｎｏ」の共同商品の開発 

    ④メディア運営インフラの共用化 

    ⑤役員派遣等による経営ノウハウの共有 

 

(２) 資本提携の内容 

   当社は、業務提携における効果の最大化を図るため、ＫＩ社が実施する第三者割当増資を引き

受ける予定です。当社が取得する具体的な株式数及び発行済株式数に占める割合は、今後の当社

とＫＩ社の協議により決定する予定です。   

 

３． ＫＩ社の概要 

(１)商    号      株式会社ＫＩ＆Ｃｏｍｐａｎｙ 

(２)本 店所在 地            東京都港区芝大門二丁目 7番 5号 

(３)代表者の役職・氏名   代表取締役社長兼 CEO 岸田 一郎 

(４)設 立 年 月 日         平成 18 年 5 月 23 日 

(５)資 本 金 の 額      2 億 5,200 万円（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

(６)大株主構成及び持株比率 岸田一郎（30.8%）              

(７)事 業 の 内 容     雑誌「ｚｉｎｏ」の発行、ウェブサイト「＠ｚｉｎｏ」の運営 

(８)当社との関係        資本関係・人的関係・取引関係はありません 

(９)従業員数        33 名（平成 19 年 6月 30 日現在） 

 

４． 日程 

 平成 19 年 7 月 25 日 取締役会決議 

 平成 19 年 7 月 25 日 資本・業務提携に関する基本合意書締結 

 平成 19 年 8 月 下 旬 当社によるＫＩ社の第三者割当増資引受（予定） 

 

５. 今後の見通し 

本資本・業務提携による業績への影響につきましては、現段階では算定できませんが、本資本・ 
業務提携による効果を反映して、今後の業績予想を開示してまいります。 

 
以  上 
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